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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動画

をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 

 
  



 

-------解答にあたっての注意 ------- 

 

1.試験問題については、特に指示のない限り、2020年10月1日現在 施

行の法令等に基づいて解答してください。  

なお、東日本大震災の被災者等に対する各種特例等については考慮し

ないものとします。 

 

2.問題は、【第1問】から【第5問】まであります。 

 

3.各問の問題番号は、通し番号になっており、《問1》から《問15》 

までとなっています。  

 

4.解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従  

うものとし、それ以外については考慮しないものとします。  

 

5.解答は、解答用紙に記入してください。  

------------------------------------ 

  



【第1問】 次の設例に基づいて、下記の各問 問1〜問3に答えなさい。  

  



《問1》 Aさんが、原則として65歳から受給することができる老齢基

礎年金および老齢厚生年金の年金額(2020年度価額)を計算した次の<計

算の手順>の空欄①〜④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさ

い。計算にあたっては、《設例》の<Aさんとその家族に関する資料>お

よび下記の<資料>に基づくこと。なお、問題の性質上、 明らかにでき

ない部分は「□□□」で示してある。  

 

<計算の手順> 

1.老齢基礎年金の年金額(円未満四捨五入)  

( ① )円  

 

2.老齢厚生年金の年金額  

  (1)報酬比例部分の額(円未満四捨五入) 

    ( ② )円 

 

  (2)経過的加算額(円未満四捨五入) 

    ( ③ )円 

 

(3)基本年金額(上記「(1)+(2)」の額) □□□円  

 

(4)加給年金額(要件を満たしている場合のみ加算すること) 

 

  



(5)老齢厚生年金の年金額 

( ④ )円  

 

<資料>  

 
 

  



【答え】 

①『老齢基礎年金の年金額の計算』 

・厚生年金保険の被保険者期間は含まれます。 

・未納期間は受給額の計算には含まれません。 

 

●老齢基礎年金の計算方法 

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12

ヶ月) 

 

・A さん 

 厚生年金保険被保険者期間 194 月 

 国民年金保険料納付済期間 260 月 

 

781,700 円×(194 月+260 月)÷480 月=739,357,916... 

                                 =739,358 円(円未満四捨五入) 

 

 

 

 

②『老齢厚生年金額の計算』 

資料を参考にまずは報酬比例部分の年金額を求めます。 

A さんの厚生年金被保険者期間は 2003 年 4 月以後となります。 

 

●報酬比例部分の計算方法 

平均標準報酬額×5.481/1000×2003 年 4 月以後の被保険者期間の月数 

 

300,000 円×5.481/1000×194 月=318,994.2 

               =318,994 円(円未満四捨五入) 

  



③『経過的加算の計算』 
●経過的加算の計算方法 

1,630 円×被保険者期間の月数-781,700×(1961 年以後で 20 歳以上 60

歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数/480) 

 

1,630 円×194 月-781,700×194 月/480 月=282.91..円 

                   =283 円(円未満四捨五入) 

 

 

 

④『老齢厚生年金の計算』 
 

老齢厚生年金の基本年金額=報酬比例部分+経過的加算 

 

318,994 円+283 円=319,277 円 
 

●加給年金は、厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方が、65

歳到達時点で、その方に生計を維持されている配偶者または子(18 歳

になって最初の 3 月 31 日まで)がいるときに加算されます。 

A さんの場合には、厚生年金保険の被保険者期間が 194 月（16 年 2 ヶ

月）ですので、対象外です。 

 

 

 

したがって正解 

① 739,358(円) 

② 318,994(円) 

③ 283(円) 

④ 319,277(円) 

 

 

  



《問 2》 Mさんは、A さんに対して、国民年金の付加保険料および国

民年金基金について説明した。Mさんが説明した以下の文章の空欄①

〜③に入る最も適切な語句または数値を、下記の〈語句群〉のなかか

ら選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「Aさんは、所定の手続により、国民年金の定額保険料に加えて、国

民年金の付加 保険料を納付することができます。仮に、Aさんが付加

保険料を120月納付し、65歳から老齢基礎年金を受け取る場合、老齢基

礎年金の額に付加年金として( ① ) 円が上乗せされます」  

 

II 「国民年金基金は、老齢基礎年金に上乗せする年金を支給する任意

加入の年金制度です。加入は口数制となっており、1口目は保証期間の

ある( 2 )年金A型、保証期間のない( ② )年金B型のいずれかを選択し

てください。掛金の額は、加入者が選択した給付の型や口数、加入時

の年齢等で決まり、掛金の拠出限度額は月額( ③ )円となります。な

お、国民年金基金に加入した場合は国民年金の付加保険料を納付する

ことはできません」  

 

〈語句群〉  

イ.24,000 ロ.48,000 ハ.55,000 ニ.68,000 ホ.70,000 ヘ.有期 ト.確

定 チ.終身  

 

 

  



【答え】 

① 

付加年金の額は、月額保険料400円を国民保料に上乗せし納付し、200

円×納付期間が老齢基礎年金に加算されます。 

 

付加保険料を 120 月納付しているので、 

200 円×120 月=24,000 円となります。 

 

 

② 

国民年金基金の 1口目は必ず終身年金となり、2口目以降は終身年金

か確定年金かを選択できるようになります。 

 

 

③ 

国民年金基金の掛金の拠出限度額は、確定拠出年金の掛金の拠出額と

合わせて、月額 68,000 円までとなります。 

 

  



《問3》 Mさんは、Aさんに対して、公的年金制度等の各種取扱いにつ

いて説明した。Mさんが説明した次の記述①〜③について、適切なもの

には○印を、不適切なものには× 印を解答用紙に記入しなさい。  

 

①「Aさんは、老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰下げ支給の申出を

することができます。仮に、Aさんが68歳0カ月で老齢基礎年金および

老齢厚生年金の繰下げ支給の申出をした場合の増額率は18.0%となりま

す」  

 

② 「Aさんは、老後の年金収入を増やすために、確定拠出年金の個人

型年金に加入することができます。ただし、Aさんが確定拠出年金の個

人型年金に加入した場合、 国民年金基金や小規模企業共済制度には加

入することができません」  

 

③ 「Aさんが国民年金基金に加入した場合、Aさんの都合で任意に脱退

することはできません。加入員の資格喪失は限定された事由に該当し

た場合のみとなります」  

 

 

  



【答え】 

①不適切× 

年金の繰下げ支給は年金受給を最長70歳まで繰り下げて支給されま

す。 

年金額は0.７％/月の増額となります。 

12ケ月×最大5年×0.7％＝最大４２％増額となります。 

 

 

本問では、Aさんは68歳から受給を開始し3年間(36ヶ月)繰下げた場合

となります。 

年金額は0.7%×36ヶ月=25.2%増額となります。 

 

 

 

②不適切× 

確定拠出年金の個人型は国民年金基金や小規模企業共済と同時加入可

能です。 

 

※間違いやすいポイント 

 国民年金基金と付加年金は同時加入できません。 

 

 

 

③適切○ 

国民年金基金の加入は任意ですが、自己都合で任意脱退および中途解

約はできません。 

掛金の納付が続けられない場合は、納付を一時中断する事はできま

す。 

 

 

  



【第2問】 次の設例に基づいて、下記の各問 問4〜問6に答えなさい。  

 
  



《問4》《設例》の<X社株式の関連情報>および<X社の財務データ>に

基づいて算出される次の1、2を求めなさい(計算過程の記載は不要)。

〈答〉は、%表示の小数点以下第3位を四捨五入し、小数点以下第2位ま

でを解答すること。  

 

① 61期におけるROE(自己資本は60期と61期の平均を用いる)  

② 61期における配当利回り  

 

  



【答え】 

① 自己資本利益率（ROE） 

自己資本(純資産)に対して、どれだけ利益を上げたのかを表した指標 

ROEが高い＝効率よく利益を上げていることを示します。 

 

ROE(%)=当期純利益÷自己資本×100 

 

本問では 

(自己資本(純資産)は60期と61期の平均を用いる)とあります。 

 

自己資本(純資産)=60期360,000百円+61期350,000百円÷2=355,000百円 

 

設例より61期の純利益=19,500百円と記載されています。 

 

61期のROE=19,500÷355,000×100 

               =5.492...   

               =5.49%(小数点以下第3位四捨五入) 

 

《設例より抜粋》 

 
  



② 配当利回り 

株価に対し、1年間でどれだけの配当を受けることができるかを示した

数値です。 

株価に対して何％の配当を出しているかを示す 

 

配当利回り＝1株当たり年間配当金÷株価×100 

＝(年配当金/発行済株式総数)÷株価×100 

 

61期の配当利回り=(12,000百万円/2億株)÷1,350円×100 

                =4.444... 

                =4.44%(小数点以下第3位四捨五入) 

 

したがって正解は、①5.49%  ②4.44% 

  



《問5》 Mさんは、Aさんに対して、X社株式を購入する際の留意点等

について説明した。Mさんが説明した次の記述①〜③について、適切な

ものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

① 「X社株式のPBRは1.0倍を下回っていますが、PBRの1倍割れだけを

もって、割安と判断するのは注意が必要です。PER等の他の投資指標も

併せて比較・検討するなど、多角的な視点が望まれます」  

 

② 「配当を受け取るためには、権利確定日に株主として株主名簿に記

載される必要があります。次回の配当を受け取るためには、権利確定

日の3営業日前である6月25日(金)までに買付けを行ってください」  

 

③「X社株式を購入する場合、一般NISAを利用することが考えられま

す。2021年中に一般NISA勘定に受け入れることができる限度額(非課税

投資枠)は120万円です」  

 

 

  



【答え】 

①適切○ 

株価純資産倍率（PBR） 

株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

 (通常、PBRが1倍を上回ると割高・PERが1倍を下回ると割安となりま

す。) 

 

本問 

BPS(1株当たり純資産)=350,000百万円÷2億株=1750 

PBR＝1,350円÷1750=0.77142…倍 

 

PBRが0.77142…倍となり、1倍よりも下回っておりますので、通常割安

と判断されますが、PBRが1倍を下回ったからといって、確実に儲かる

とは限りません。 

PBR以外の投資指標と併せて比較・検討するなど多角的な視点で判断す

る必要があります。 

よって本問の説明は正しいと言えます。 

  



②不適切× 

『法改正』 

上場株式等の受渡日(決算日)は2019年7月16日(火曜)より約定分より1

営業日早まり、お取引日から起算して3営業日目(約定日から2営業日後

に決済)に変更されました。これに伴い買付や売却の際の入出金も1営

業日早まります。 

 

設例より、決算期は、2021年6月30日(水)(配当の権利が確定する決算

期末)とありますので、最終約定日は2営業日前の6月28日(月)となりま

す。 

本問の説明では6月25日(金)とありますので、不適切となります。 

 

 

 

③適切○ 

NISA（少額投資非課税制度）の特徴 

指定された金融商品で得た利益の税金が免除される非課税制度です。 

 

非課税投資枠は毎年120万円が上限となります。 

 

よって本問の説明は適切となります。 

 

 

 

  



《問6》 Mさんは、Aさんに対して、つみたてNISAについて説明した。

Mさんが説明した 次の記述①〜③について、適切なものには○印を、

不適切なものには×印を解答用紙 に記入しなさい。  

 

① 「つみたてNISAの年間の非課税投資の上限は40万円です。購入は累

積投資契約に基づく定期かつ継続的な買付けを行う方法に限られてい

ますが、使い切れなかった非課税投資枠は翌年以降に繰り越すことが

できますので、年の途中から始めても、非課税投資枠を無駄にするこ

とはありません」  

 

② 「つみたてNISAの従来の非課税期間は20年間ですが、2020年度税制

改正により、2021年から非課税期間が25年間に延長されています」  

 

③ 「つみたてNISA勘定に受け入れることができる商品は、所定の要件

を満たすインデックス型の公募株式投資信託に限られています。X社株

式をつみたてNISA勘定 に受け入れることはできません」  

 

 

  



【答え】 

①不適切× 

つみたてNISA口座の利用限度額は1人年間40万円までですが、一般NISA

やつみたてNISA口座の利用限度額のうち、未使用分(使いきってない

分)は翌年へ繰り越すことはできません。 

 

②不適切× 

『法改正』2020年度税制改正について 

●つみたて NISA 非課税期間の延長 

つみたて NISA は新規に投資できる期間(投資可能期間)は 2037 年まで

でしたが、新規に投資できる期間が 5 年間延長され、2042 年 12 月 31

日までとなります。 

仮に 2020 年からつみたて NISA を利用すると、積立の上限額は「40万

円×23 年=920万円」となります。 

ただし、非課税期間は最長 20 年なのである時点において非課税枠で運

用できるのは最大でも「40万円×20 年間=800万円]までです。 

 

よって本問の説明のような法改正はありませんので、不適切となりま

す。 

 

 

③不適切× 

つみたてNISAの対象商品は、手数料が低水準、頻繁に分配金が支払わ

れないなど、長期・積立・分散投資に適した公募投資信託と上場株式

投資信託(ETF)に限定されています。 

本問では、「インデックス型の公募投資信託に限られ」とあります

が、インデックス型だけでなく、アクティブ型の投資信託も対象とな

りますので、不適切となります。 

※[備考] 

インデックス型とは、日経平均などのベンチマークに連動するよう運

用することで、アクティブ型とはベンチマークを上回るリターンを目

指す積極的な運用となります。 

  



【第3問】 次の設例に基づいて、下記の各問 問7〜問9に答えなさい。  

 
  



《問7》 所得税における青色申告制度に関する以下の文章の空欄1~3

に入る最も適切な語 句または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選

び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

  

I 「事業所得の金額の計算上、青色申告特別控除として最高( ① )万

円を控除することができます。( ① )万円の青色申告特別控除の適用

を受けるためには、事業所得に係る取引を正規の簿記の原則に従い記

帳し、その記帳に基づいて作成した 貸借対照表、損益計算書その他の

計算明細書を添付した確定申告書を法定申告期限内に提出することに

加えて、e-Taxによる申告(電子申告)または電子帳簿保存を行う必要が

あります。なお、確定申告書を法定申告期限後に提出した場合、青色

申告特別控除額は最高( ② )万円となります」  

 

II 「青色申告者が受けられる税務上の特典として、青色申告特別控除

のほかに、青色 事業専従者給与の必要経費算入、純損失の3年間の繰

越控除、( ③ )の所得に対する税額から還付を受けられる純損失の繰

戻還付、棚卸資産の評価について低価法を選択できることなどが挙げ

られます」  

 

〈語句群〉  

イ.10 ロ.38 ハ.48 ニ.55 ホ.65 ヘ.前年分 ト.過去5年分 チ.過去7年

分  

  



【答え】 

『法改正』 

2020 年分の確定申告(2021 年 2 月 16 日〜3 月 15 日に行う確定申告)か

ら青色申告控除が改正されます。改正によって、65万円の控除を受け

るには新たな要件をクリアする必要があります。従来の要件を満たす

だけでは、55万円の控除しか受けられません。 

改正前 正規の簿記で帳簿するなど、一定の要件を満たしている

場合には、その事業的規模の不動産所得または事業所得

から青色申告特別控除 として最高 65万円控除すること

ができます。その他の場合の控除額は原則 10万円。 

↓ ↓↓↓ 

改正後 [改正 1] 

青色申告特別控除 55万円 

↓↓↓ 

[改正 2] 

55万円の青色申告特別控除の適用要件に加えて e-Taxに

よる申告(電子申告)または電子帳簿保存を行うことで 65

万円の青色申告特別控除が受けられるようになります。 

※10万円の青色申告特別控除の改正はありません。 

  



①  

青色申告特別控除を受けるには、55万円の青色申告特別控除の適用要

件に加えてe-Taxによる申告(電子申告)または電子帳簿保存を行うこと

で65万円の青色申告特別控除が受けられるようになります。 

 

 

② 

確定申告書を法定申告期限後に提出した場合は、青色申告特別控除額

は最高10万円となります。 

 

 

③ 

青色申告の場合、その年に生じた損失を翌年以後3年間繰り越して翌年

以後の発生した所得額(黒字)と相殺することができます。 

これを純損失の繰越控除と言います。 

純損失の繰戻還付により繰り戻すことができるのは、前年の所得に対

する税額に限られます。 

 

 

 

したがって正解は、①ホ.65 ②イ.10 ③へ.前年分 

  



《問8》 Aさんの2020年分の所得税の課税に関する次の記述①〜③に

ついて、適切なものに は○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。 

  

① 「Aさんが受け取った一時払養老保険の満期保険金に係る差益は、

源泉分離課税の対象となります」  

 

② 「母Dさんの公的年金等に係る雑所得の金額は算出されません。Aさ

んは母Dさんに係る扶養控除の適用を受けることができます」 

 

③ 「Aさんが適用を受けることができる基礎控除の額は、48万円で

す」  

 

  



【答え】 

①不適切× 

一時払いの養老保険や個人年金などの契約から5年以下であれば源泉分

離課税の対象となりますが、5年を超える場合には一時所得として課税

されます。 

 

本問の資料より一時払養老保険の満期保険金の契約は2010年4月と記載

されておりますので、5年を超えていますので、一時所得として総合課

税の対象となります。 

 

 

《設例より抜粋》 

 
  



②適切○ 

『法改正』2020 年分から公的年金等控除の 10万円引き下げ 

●改正前 

所得に関係なく、公的年金控除を受けられましたが、改正後は以下の

ように所得により控除額が変わります。 

(2020 年分から控除額が 10万円引き下げとなります。) 

 

●改正後 

①控除額を一律 10万円引き下げる 

②公的年金等の収入金額が 1,000万円以下の場合の控除額については

195.5万の上限設ける 

③公的年金に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が 1,000万円

を超える場合を上記①の控除額からさらに 10万円引き下げる 

 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が 2,000万円

を超える場合の控除額を上記①の控除額からさらに 20万円を引き下げ

る。 

  



 
 

 
  



 
(資料：https://www.smtb.jp/business/pension/pamail/e-

news/2019029tenpu2.pdf) 

 

本問では、 

資料より母 Dさん(70 歳)の 2020 年中の収入は、公的年金の老齢給付

のみであり、その収入金額は 80万円とあります。 

 

・公的年金控除は、公的年金等にかかる雑所得以外の所得に係る合計

所得金額が 2,000万円超であった場合でも最低 90万円保証されるの

で、80万円の場合は公的年金等に係る雑所得は 0 円になります。 

母 Dさんは公的年金以外の収入がないため、合計所得金額は 0 円とな

ります。 

 

・よって扶養控除の扶養親族の合計所得金額 48万円以下の配偶者以外

の親族に該当し、老人扶養者(扶養家族 70 歳以上)の同居親族の場合

58万円の適用対象となります。 

 

よって本問の説明は適切となります。 

 

  



③適切○ 

法改正 

基礎控除…基礎控除は、全ての納税者に対して適用されますが、これ

までは適用要件なく、一律 38万円が控除されていました。 

高所得者については段階的に控除額が引き下げされるようになりまし

た。 

 

合計所得金額 基礎控除額 

2019 年度分 2020 年度以降分 

2,400万円以下  

 

 

38万円(33万円) 

48万円(43万円) 

2,400万円超 2,450

万円以下 

32万円(29万円) 

2,450万円超 2,500

万円以下 

16万円(15万円) 

2,500万円超 ― 

基礎控除額 0 円 

 

48万円は所得税から控除する金額 

※( )内は、住民税の計算に使用される基礎控除額 

 

 

法改正により、2020年1月から合計所得金額が2,400万円以下の場合基

礎控除額は48万円となります。 

 

  



《問9》 Aさんの2020年分の所得税の算出税額を計算した下記の表の

空欄①〜③に入る最も 適切な数値を求めなさい。なお、問題の性質

上、明らかにできない部分は「□□□」 で示してある。  

 
 

 
 

  



【答え】 

① 
●総所得金額とは、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額

のことを言います。 

 

●損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・

山林所得・譲渡所得の金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの

所得の金額から控除することを言います。 

（=覚え方は ふ(不)・じ(事)・さん(山)・じょう(譲)） 

 

 

●本問の総合課税は、不動産所得・事業所得・一時所得(一時払養老保

険の満期保険金)が対象となります。 

 

※一時所得(一時払養老保険の満期保険金) 

問8でも解説しましたが、一時払いの養老保険や個人年金などの契約か

ら5年以下であれば源泉分離課税の対象となりますが、5年を超える場

合には一時所得として課税されます。 

本問の資料より一時払養老保険の満期保険金の契約は2010年4月と記載

されておりますので、5年を超えていますので、一時所得として総合課

税の対象となります。 

 

 

・不動産所得 

資料より、「不動産所得の金額：▲100万円(注)土地等の取得に係る負

債の利子はない」とあります。 

不動産所得の損失のうち、土地取得に要した負債の利子は他の所得と

損益通算できませんが、本問ではそうでないため、▲100万円がそのま

ま損益通算の対象となります。 

 

  



・一時所得 

一時所得の計算式 

一時所得=収入額-収入を得るために支出した額-特別控除50万円 

=525万円-500万円-特別控除50万円 

    =0円(マイナス25万円になりますが、0円で計算します。) 

 

よって一時所得は0円となります。 

 

・事業所得 

資料により600万円と記載されております。 

 

 

●Aさんの総所得金額 

Aさんの総所得金額=事業所得+不動産所得+一時所得 

         =600万円+▲100万円+0円 

         =500万円 

 

①の正解は 5,000,000(円) 

 

  



② 
《設例より抜粋》 

 
 

扶養控除 
扶養控除は、扶養親族の合計所得金額が48万円以下である、配偶者以

外の親族。 

・一般対象扶養者 

→（扶養家族で16歳以上70歳未満の人）【19〜23歳の間は特定扶養者

となり金額は下記の通り】）：【38万円】 

 

・特定扶養者 

→（扶養家族で19歳以上２3歳未満の人）： 【63万円】 

 

・老人扶養者 

→（扶養家族で70歳以上の人）： 

【同居親族→58万円 それ以外48万円】 

  



●長男 Cさん(9 歳) 

扶養控除は 16 歳が対象となりますので、 

本問の長男 Cさん(9 歳)は、対象外となります。 

 

●母 Dさん(70 歳) 

母 Dさん(70 歳)は、問 8 でも解説しましたが、母 Dさん(70 歳)の

2020 年中の収入は、公的年金の老齢給付のみであり、その収入金額は

80万円とあります。 

・公的年金控除は、最低 90万円保証されるので、80万円の場合は公

的年金等に係る雑所得は 0 円になります。 

母 Dさんは公的年金以外の収入がないため、合計所得金額は 0 円とな

ります。 

・よって扶養控除の扶養親族の合計所得金額 48万円以下の配偶者以外

の親族に該当し、老人扶養者(扶養家族 70 歳以上)の同居親族の場合

58万円の適用対象となります。 

 

したがって②は 580,000(円) 

  



③ 
まず課税総所得金額を求めたあとで、算出税額を求めます。 

●課税総所得金額=総所得金額-所得控除の額の合計 

=500万円-210万円=290万円 

 

 
 

●算出税額=290万円×10%-97,500 円=192,500 円となります。 

 

 
 

したがって正解は 192,500(円) 

  



【第4問】次の設例に基づいて、下記の各問 問10〜問12に答えなさ

い。  

《設例》 
Aさん(60歳)は、3年前に父親の相続により取得したM市内(三大都市

圏・既成 市街地等)にある自宅(建物とその敷地である甲土地)および

アスファルト敷きの月極駐車場(乙土地)を所有している。  

Aさんが居住する自宅の建物は、父親が40年前に建てたものである。A

さんは老朽化した自宅での生活に不便さを感じている。また、父親の

存命中から賃貸している月極駐車場は満車の状態が続いているが、収

益性は高くない。Aさんは、甲土地(自宅)・ 乙土地(駐車場)を売却

し、駅前のタワーマンションを購入して移り住むことを考え ている

が、先祖代々の土地である甲土地・乙土地を売却することに、少し後

ろめたさ を感じている。Aさんは、先日、マンション開発業者(X社)の

営業担当者から「甲土地・乙土地は、最寄駅から徒歩5分の好立地にあ

り、マンション用地として適地であり、需要は相当高いと考えていま

す。Aさんが等価交換をご希望であれば、対応させていただきます」と

の提案を受けた。

 
  



・甲土地、甲土地と乙土地を一体とした土地は、建蔽率の緩和につい

て特定行政庁が指定する角地である。  

 

・指定建蔽率および指定容積率とは、それぞれ都市計画において定め

られた数値である。  

 

・特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域では

ない。  

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。 

  



《問10》 甲土地と乙土地を一体とした土地上に耐火建築物を建築す

る場合における次の1、2を求めなさい(計算過程の記載は不要)。  

 

① 建蔽率の上限となる建築面積 

② 容積率の上限となる延べ面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

《設例より抜粋》 

 
  



【答え】 

① 建蔽率の上限となる建築面積 
●建築面積の上限(最大建築面積)=敷地面積×建ぺい率 

 

[建ぺい率の上限が緩和される場合] 

防火地域内にある耐火建築物 プラス10% 

準防火地域の耐火・準耐火建築 プラス10% 

特定行政庁が指定する角地 プラス10% 

建ぺい率が80%とされている地域内

で、防火地域内になる耐火建築物 

建ぺい率100 

(建ぺい率の制限なし) 

 

『法改正』 

2019年6月より「建築基準法の一部を改正する法律」により、 

準防火地域の耐火・準耐火建築物の建ぺい率が10%緩和されることにな

りました。 

 耐火建築物 準耐火建築物 

防火地域 10%緩和 - 

準防火地域 10%緩和 10%緩和 

 

本問では、 

・準防火地域に大火建築物を立てる場合、プラス 10%緩和されます。 

・特定行政庁が指定するが角地、プラス 10%緩和されます。 

 

建蔽率の上限=指定建蔽率 60%+10%+10%=80% 

 

●甲土地と乙土地の敷地面積 

敷地面積=450㎡+450㎡=900㎡ 

 

●建築面積の上限=900㎡×80%=720㎡ 

したがって① 建蔽率の上限となる建築面積は720㎡となります。 

 

  



② 容積率の上限となる延べ面積 
容積率は、敷地面積に対する延べ面積(各階の床面積の合計)の割合の

ことを言います。 

 

[計算式] 

容積率=延べ面積÷敷地面積 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

[容積率の制限] 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路と

なります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

・前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となりま

す。 

・前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10

または6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

●本問では、道路が8mと6mがあり、広い方を前面道路としますので、

8mで前面道路となります。 

8m×4/10=320% 

指定容積率は300%となりますので、小さい方を限度としますので300%

となります。 

 

延べ面積の上限(450㎡+450㎡)×300%=2,700㎡ 

 

したがって② 容積率の上限となる延べ面積は、2,700㎡ 

  



《問11》 自宅(建物とその敷地である甲土地)の譲渡に関する次の記

述①〜③について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を

解答用紙に記入しなさい。  

 

① 「仮に、Aさんがタワーマンションに転居し、その後、居住してい

ない現在の自宅を譲渡した場合に、Aさんが居住用財産を譲渡した場合

の3,000万円の特別控除の適用を受けるためには、家屋に自己が居住し

なくなった日から3年を経過する日の属する年の12月31日までの譲渡で

あること等の要件を満たす必要があります」  

 

② 「Aさんが老朽化した自宅の建物を取り壊し、甲土地を更地にした

場合、居住用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別控除の適用を受け

ることはできません。本特例の適用を受けるためには、自宅の建物と

甲土地を同時に譲渡する必要があります」  

 

③ 「居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例(軽減税

率の特例)の適用を受けるためには、譲渡した年の1月1日において自宅

の所有期間が20年を超えていなければなりません。相続により取得し

た不動産は取得時期を引き継ぐため、Aさんは軽減税率の特例の適用を

受けることができます」  

 

 

 

  



【答え】 

[居住用財産の3,000万円の特別控除] 

居住用財産を譲渡(売却)した場合、一定の要件を満たしたとき、「居住

用財産の譲渡所得の特例」の適用を受けることができます。 

 

居住用財産を譲渡(売却)して利益が出た場合、譲渡所得の金額から最

高3,000万円の控除を受けることができます。 

※夫婦で土地、建物を共有している場合、それぞれ3,000万円の特別控

除が適用され最高6,000万円の控除ができます。 

 

●計算式 

課税譲渡所得=譲渡益−3,000万円(特別控除) 

 

●主な適用要件 

・自己の居住用財産の譲渡であること 

・譲渡した相手が親族や同族会社などに譲渡した場合は適用できな

い。 

・①居住しなくなった日から3年目の年の12月31までに譲渡しているこ

と 

・前年、前々年にこの特例を受けていないこと 

・前年、前々年に「特定の居住用財産の買替え特例」「譲渡損失の繰越

控除の特例」を受けていないこと(3年に１回可能) 

 

 

  



① 適切○ 
居住用財産の3,000万円の特別控除は、居住しなくなった日から3年目

の12月31までに譲渡していれば適用されます。 

 

 

 

②不適切× 
居住用財産の3,000万円の特別控除は、建物を取り壊し更地にした敷地

の譲渡でも適用可能です。 

また本特例の適用を受けるためには、自宅の建物と甲土地を同時に譲

渡する必要はありません。 

 

 

 

③不適切× 
[居住用財産の軽減税率の特例] 

要件を満たしている場合に、居住用財産の3,000万円の特別控除を受け

た後で、軽減税率の特例を受けることができます。 

 

●要件 

・譲渡した年の1月1日時点で、所有期間が10年を超えていること 

・居住用財産の3,000万円の特別控除と同じ適用要件を満たしているこ

と。 

 

本問では、「所有期間が20年を超えていなければなりません。」とあり

ますので、不適切となります。 

所有期間が10年を超えていることが、正しい説明となります。 

  



《問12》 等価交換方式による甲土地と乙土地を一体とした土地の有

効活用に関する次の記述①〜③について、適切なものには○印を、不

適切なものには×印を解答用紙に記入し なさい。  

① 「等価交換方式とは、マンション開発業者のX社からAさんが建設資

金を借り受けて、マンションを建設し、完成した区分所有建物と土地

の共有持分をAさんとX社がそれぞれの出資割合に応じて取得する手法

です」  

 

② 「等価交換方式により取得したマンション住戸を賃貸することで、

賃料収入を得ることができます。また、複数のマンション住戸を区分

所有していれば、相続時の遺産分割が比較的容易になるというメリッ

トが考えられます」  

 

③ 「Aさんは、等価交換方式による有効活用にあたり、譲渡益に対す

る課税を100%繰り延べることができる『既成市街地等内にある土地等

の中高層耐火建築物等の建設のための買換えの場合の譲渡所得の課税

の特例(立体買換えの特例)』の適用を検討することができます」  

 

  



【答え】 

等価交換方式 

(土地を譲渡し、譲渡した分だけ建設後の建物を受け取る) 

概要 所有者が土地を譲渡し、デベロッパーが建物を建設し

(デベロッパーが建設資金を負担)、土地と完成後の建

物の所有権を、お互いの資金提供割合に応じて分ける

方法。 

・全部譲渡方式と部分譲渡方式がある 

メリット ・資金調達をしなくて済む 

・土地の譲渡により、借入金等の資金負担がほとんど

ない。 

デメリット 土地の一部を手放し、建物完成後、土地をデベロッパ

ーと共有することになる。 

 

① 不適切× 

等価交換方式は、建物の建築資金をデベロッパーが負担します。 

 

 

② 適切○ 

等価交換方式は、マンションを賃貸することで、賃料を得ることはで

きます。 

賃貸物件を複数所有することで、相続時の遺産分割も比較的に容易に

なることもあります。 

 

③ 適切○ 

等価交換方式は、立体買換えの特例の特例を受けることにより、譲渡

益に対する課税を100%繰り述べることが可能です。 

 

 

  



【第5問】 次の設例に基づいて、下記の各問 問13〜問15に答えなさ

い。  

《設例》  

非上場会社である株式会社X社(以下、「X社」という)の代表取締役社

長であるAさん(75歳)は、自宅で妻Bさん(70歳)および長男Cさん(45歳)

家族と同居している。Aさんは、妻Bさんに自宅および相応の現預金等

を相続させ、X社の専務取締役である長男CさんにAさんが100%所有する

X社株式およびX社本社敷地・建物を承継する予定である。  

長女Dさん(42歳)は、会社員の夫、2人の子(孫Eさん14歳・孫Fさん12

歳)と分譲マンション(夫所有)に住んでいる。長女Dさんからは「子ど

もの教育資金や宅ローンの返済で家計に余裕がない。資金を援助して

ほしい」と頼まれている。Aさんは、この機会に、長女Dさんに対して

生前贈与を実行しようと考えている。  

 



《問13》 生前贈与に関する以下の文章の空欄①〜③に入る最も適切

な数値を、解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「Aさんが生前贈与を実行するにあたっては、暦年課税制度による贈

与、相続時精算課税制度による贈与などが考えられます。仮に、長女D

さんが暦年課税(各種非課税制度の適用はない)により、2021年中にAさ

んから現金600万円の贈与を受けた場合、贈与税額は( ① )万円となり

ます」  

 

II 「Aさんからの贈与について、長女Dさんが暦年課税制度による贈与

ではなく、相続時精算課税制度を選択した場合、累計で( ② )万円ま

での贈与について贈与税は課されませんが、その額を超える部分につ

いては、一律20%の税率により贈与税が課されます。長女Dさんが相続

時精算課税制度を選択した場合、その後に行われるAさんからの贈与に

ついて、暦年課税を選択することはできません」  

 

III 「直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課

税制度の適用を受ける場合、受贈者1人につき1,500万円までは贈与税

が非課税となります。ただし、 学習塾などの学校等以外の者に対して

直接支払われる金銭については( ③ )万円が限度となります」  

 

<資料>贈与税の速算表(一部抜粋)  

 
  



【答え】 

① 

暦年課税の贈与税の基礎控除は110万円です。 

600万円-110万円=490万円 

 

※20以上の子・孫が直系尊属から受けた贈与財産は特別贈与財産とな

ります。 

 

<資料>贈与税の速算表より計算します。 

490万円×20%-30万円=68万円 

 

② 

【相続時精算課税を受けた場合の贈与税】 

同じ贈与者から相続時精算課税制度を選択した場合の贈与額は特別控

除額2,500万円を控除した金額に一律20％乗じて計算されます。この制

度を利用したら暦年課税には戻れません。ただし、この制度以外から

の贈与者から贈与を受けた場合は暦年課税が適応されます。 

 

③ 

【教育資金の一括贈与に係る贈与税非課税措置】 

30歳未満の受贈者が直系尊属から教育資金の贈与を受けた場合、受贈

者1人あたり最大1,500万円まで非課税となります。 

教育費は入学金、授業料のほか、学校の寮費、通学交通費、修学旅行

代や給食費も含まれます。 

また、塾や習い事(水泳・英語・ピアノなど)などの学校等以外のもの

に支払われる金銭については500万円までとなります。 

 

したがって正解は、 

① 68(万円) 

② 2,500(万円) 

③ 500(万円) 

 

  



《問14》 現時点(2021年5月23日)において、Aさんの相続が開始した

場合における相続税の総額を試算した下記の表の空欄①〜③に入る最

も適切な数値を求めなさい。なお、 相続税の課税価格の合計額は6億

円とし、問題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示して

ある。  

 

 
  



【答え】 

 

相続税額の総額の算出方法（１段階〜4段階） 

１．課税遺産総額－相続税基礎控除 

２．各自が法定相続分で相続した場合の各自の課税遺産額算出 

３．各自の課税遺産額に相続税を掛け、相続税額を算出 

４．各相続人が実際に取得した相続分に応じて相続税額を按分 

 

 

[相続税の基礎控除の算式] 

相続税の基礎控除＝3,000万円＋600万円×法定相続人の数 

 

[法定相続人] 

配偶者は、常に法定相続人となり、親族は、子・直系尊属・兄弟姉妹

の順に、先の順位者がいない場合に、法定相続人となります。 

順位 範囲 備考 

第１順位 

[民法887] 

子 養子・嫡出子・非嫡出子・相続開

始時の胎児を含む 

第２順位 

[民法889] 

直系尊属 

父母･祖父母の順 

第1順位の子がいない場合、父母

へ、父母がいない場合は祖父母へ

と引き継ぐ 

第３順位 

[民法889] 

兄弟姉妹 

 

第１順位、第２順位がいない場合 

 

本問の法定相続人は、妻Bさん、長男Cさん、長女Dさんの3人です。 

 

相続税の基礎控除=3,000万円＋600万円×3人 

         =①4,800円 

  



本問の表より、相続税の課税価格の合計額は6億円と分かります。 

課税遺産総額=6億円-4,800万円=5億5,200万円 

 

 

[法定相続分] 

●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

本問の法定相続分は、 

・妻Bさん1/2 

・長男Cさん・長女Dさん1/4(1/2÷2) 

 

・妻Bさん:5.52億円×1/2×45%-2,700万円=②9,720万円 

・長男Cさん:5.52億円×1/4×40%-1,700万円=3,820万円 

・長女Dさん:5.52億円×1/4×40%-1,700万円=3,820万円 

 

相続税の総額 

9,720万円+3,820万円+3,820万円=③1億7,360万円 

 

したがって、①4,800円 ②9,720万円 ③1億7,360万円 

  



《問15》 Aさんの相続等に関する次の記述①〜③について、適切な

ものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

① 「遺産分割をめぐる争いを防ぐ手段として、遺言の作成をお勧めし

ます。法務局において、自筆証書遺言を保管する制度が始まっていま

す。この制度を利用した場合、家庭裁判所の検認の手続は必要ありま

せん」  

 

②「遺言により、相続財産の大半を妻Bさんおよび長男Cさんが相続し

た場合、長女Dさんの遺留分を侵害するおそれがあります。仮に、遺留

分を算定するための財産の価額を6億円とした場合、長女Dさんの遺留

分の額は1億5,000万円となります」  

 

③「長男CさんがX社本社敷地を相続により取得し、当該敷地につい

て、特定同族会社事業用宅地等に係る小規模宅地等についての相続税

の課税価格の計算の特例の適用を受けた場合、当該敷地(相続税評価額

6,000万円)について、相続税の課税価格に算入すべき価額を1,200万円

とすることができます」  

 

 

  



【答え】 

① 適切○ 

[遺言の種類] 

遺言(普通方式遺言)には、3種類があります。 

 作成方法 証人 検認※ 

自筆証書遺言 遺言者が遺言の、全文、

日付、氏名を自書し押印

する。 

遺言の全文は手書きで書

く必要ありましたが、法

改正により財産目録に関

してはパソコン等での作

成も認められるようにな

りました。 

不要 必要 

(自筆証書遺

言保管制度

を利用し、

法務局に保

管した場合

は検認不要

となりま

す。) 

公正証書遺言 公証人2名以上の立会いの

もと、遺言者が口述し、

公証人が筆記する。 

2人以上 不要 

秘密証書遺言 遺言者が遺言書を作成

し、署名押印し、封印。

公証人が日付等を記入す

る。パソコンや代筆も可

能。 

2人以上 必要 

※検認とは、遺言書の偽造等を防止するための手続きで家庭裁判所が

遺言書の内容を確認します。 

 

自筆証書遺言保管制度を利用し、法務局に保管した場合は検認不要と

なります。 

 

  



② 不適切× 

遺留分とは、民法で定められている一定の相続人が最低限相続できる

財産のことをいいます。 

遺言者は遺言書によって、特定の人に全財産を遺贈するということが

できますが、これでは、遺族が生活できなくなるといった事態が発生

してしまいますので、遺留分として遺族が最低限相続できる財産を保

証しています。 

遺留分の権利者は、配偶者、子、父母です。 

法定相続人の第3順位の兄弟姉妹には遺留分はありません。 

 

[遺留分の割合] 

遺留分権利者が 

直系尊属のみの場合 

遺留分権利者が 

直系尊属以外の場合 

遺留分= 

被相続人の財産×1/3 

遺留分= 

被相続人の財産×1/2 

 

本問では直系尊属以外の場合に該当するので、遺留分=被相続人の財産

×1/2となります。 

 

長女Dさんの遺留分の金額は 

6億円×1/2×1/4=7,500万円となります。 

 

※1/4は長女Dさんの法定相続分です。 

 

 

  



③ 不適切× 

[限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 330㎡ 80% 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 80% 

特定同族会社事業用宅地 400㎡ 80% 

貸付事業用宅地 200㎡ 50% 

※特定居住用宅地と特定事業用宅地を併用する場合、合計730㎡まで適

用可能。 

 

 

[小規模宅地の計算方法] 

減額される金額=宅地の評価額×限度面積/敷地面積×減額割合 

 

・設問より「X社本社敷地600㎡：6,000万円」あります。 

・本問では、特定同族会社事業用宅地なので、限度面積400㎡、減額割

合80%となります。 

これをもとに計算式に当てはめます。 

 

減額される金額=6,000万円×400㎡/600㎡×80%=3,200万円 

 

特例適用後の評価額=相続税評価額-評価減額 

         =6,000万円-3,200万円=2,800万円 

 

よって、相続税の課税価格に算入される金額は2,800万円となりますの

で、本問では1,200万円とありますので、不適切となります。 

 

 

(終) 

 


